
１　事業数

（内訳）
法適用企業 78事業（事業数13増）
法非適企業 52事業（事業数13減）

第１表　地方公営企業の事業数の推移

令和５年度 令和４年度 令和３年度 備考

上水道 20 20 20

簡易水道 6 5 5 法適用化により、1事業増

工業用水道 5 5 5

病院 8 8 8

介護サービス 3 3 3

下水道 34 23 22 法適用化により、11事業増

その他 2 1 0 法適用化により、1事業増

小　　計 78 65 63

簡易水道 1 2 2 法適用化により、１事業減

船舶運航 5 5 5

電気 1 1 1

港湾整備 7 7 8

市場 2 2 2

観光施設 6 6 6

宅地造成 3 4 4 事業廃止により、1事業減

駐車場整備 4 4 4

介護サービス 9 9 9

下水道 14 25 26 法適用化により、11事業減

小　　計 52 65 67

130 130 130

令和５年度愛媛県内市町等の公営企業決算の概要

合計

法
非
適
用

区分

法
適
用

　法適用事業では簡易水道事業及び下水道事業の法適用化やその他事業の増加、
法非適用事業では宅地造成事業の事業廃止があった。全体事業数としては、令和
５年度末現在の事業数は130事業となり、前年度と比べ増減はなかった。

法適用企業とは、地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用し、経理事務
を企業会計方式で行っているもの
法非適用企業とは、地方公営企業法の規定を適用していないもので、経理事
務を官庁会計方式で行っているもの

○

○

 



第１図　地方公営企業の事業数の推移
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２　決算規模

第２表　決算規模の推移
（単位：百万円、％）

区分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率
水道 38,361 36,050 2,310 6.4

工業用水道 4,402 3,060 1,342 43.8
病院 34,423 33,254 1,169 3.5
下水道 49,262 50,071 △ 809 △ 1.6
宅地造成 5,690 3,751 1,940 51.7
その他 13,128 13,528 △ 399 △ 3.0
計 145,266 139,714 5,552 4.0

※端数処理の関係で計等が一致しない場合有

第２図　決算規模の推移

決算規模の算出は次のとおりとした。
○　法適用企業：総費用－減価償却費＋資本的支出
○　法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

　決算規模は1,452億6,600万円で、前年度に比べ55億5,200万円（4.0％）の増加と
なった。
　主な事業別では、前年度に比べ水道事業が23億1,000万円（6.4％）の増加、宅地
造成事業が19億4,000万円（51.7％）の増加となった。水道事業、宅地造成事業と
もに、大規模工事等の増加に伴い建設改良費が大きく増加した団体があり、前年度
に比べ増加となった。
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３　経営状況

第３表　公営企業全体の総収支
（単位：事業、億円）

法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計
52 52 104 49 63 112 3 △ 11 △ 8

(40.0) (40.0) (80.0) (37.7) (48.5) (86.2)

黒字額 74.1 48.9 123.0 72.6 33.3 105.9 1.5 15.6 17.2
26 0 26 16 2 18 10 △ 2 8

(20.0) (0.0) (20.0) (12.3) (1.5) (13.8)

赤字額 △ 19.6 0.0 △ 19.6 △ 6.6 △ 0.0 △ 6.6 △ 13.0 0.0 △ 13.0

事業数 78 52 130 65 65 130 13 △ 13 0
総収支 54.5 48.9 103.4 66.0 33.3 99.3 △ 11.5 15.6 4.1

※（）は、総事業数に対する割合
※端数処理の関係で計等が一致しない場合有

合計

事業数

事業数
黒字事業

赤字事業

　法適用企業と法非適用企業を合わせた総収支（経営状況）は103億4,300万円の黒字で、
前年度に比べ4億1,500万円の増加となった。総収支が黒字の事業は104事業で対前年度8事
業減、赤字の事業は26事業（水道5、病院8、介護2、下水道10、その他1）で対前年度8事業
増であった。
　病院事業では、新型コロナウイルス感染症関係補助金の減による収益の減少や職員給与
の増による費用の増加等の影響を受けた団体があり、赤字額が増加した。介護サービス事
業では、法適用化による打ち切り決算に伴い基金を廃止した団体があったことから黒字額
が大幅に増加した。

令和４年度 差引

経営状況は次の算式による。
〇法適用企業：総収益（＝営業収益＋営業外収益＋特別利益）
　　　　　　　　－総費用（＝営業費用＋営業外費用＋特別損失）
　・営業収益とは料金収入等の営業活動から得られるもの
　・営業外収益とは他会計からの繰入金や預金利息等営業活動以外の
　　活動から得られるもの
　・特別利益とは固定資産の売却等によるもの
　・営業費用とは職員給与や材料費等の維持管理費等営業活動から発生するもの
　・営業外費用とは企業債利息等営業活動以外によって発生するもの
　・特別損失とは料金の時効による不納欠損等によるもの
　
〇法非適用企業：収益的収支＋資本的収支－積立金＋前年度からの繰越金
　　　＋収益的収支に充てた地方債－前年度繰上充用金－翌年度へ繰り越すべき財源
　・収益的収支とは企業の経営活動によって発生するすべての収入（料金収入等）と
　　支出（施設の維持管理費・減価償却費等）をいう。
　・資本的収支とは施設の建設改良に関する投資的な収入（国庫補助金、企業債）と
　　支出（施設の建設改良費、企業債償還費）をいう。
　・繰上充用金とは前年度歳入が歳出に対して不足した場合に、当該年度の歳入を繰
　　り上げて充てた額

令和５年度

 



第４表　事業別経営状況

（法適用企業） （単位：百万円）

営業収益 営業費用

29,194 24,308 25,647 24,259 3,547
大洲市 1,030 745 1,094 1,047 △ 64

西予市 623 552 662 639 △ 40

東温市 762 545 886 734 △ 124

久万高原町（簡水） 345 115 356 325 △ 10

津島水道企業団 179 142 185 184 △ 7

4,317 3,855 3,073 2,872 1,244

30,311 25,051 31,894 30,140 △ 1,582
宇和島市 16,034 14,333 16,992 15,946 △ 958

八幡浜市 4,718 3,749 4,752 4,540 △ 34

西条市 139 47 184 171 △ 45

大洲市 3,011 2,398 3,202 3,063 △ 191

西予市 3,876 2,799 4,145 3,919 △ 269

久万高原町 900 664 964 929 △ 64

鬼北町 968 696 987 930 △ 19

愛南町 666 365 667 642 △ 2

1,665 1,445 1,674 1,638 △ 9
宇和島市 742 664 765 746 △ 23

久万高原町 312 252 316 313 △ 4

35,787 17,293 33,542 29,962 2,245
松山市（特環） 58 8 60 55 △ 2

今治市（特環） 556 128 593 549 △ 37

今治市（農集） 1,003 192 1,015 926 △ 12

今治市（漁集） 55 8 55 52 △ 0

今治市（特排） 7 1 7 6 △ 0

今治市（個排） 6 1 6 6 △ 0

西条市（公共） 2,340 844 2,373 2,156 △ 33

西予市（公共） 436 106 457 423 △ 20

西予市（特排） 2 0 2 2 △ 0

鬼北町（農集） 132 31 133 127 △ 1

80 41 73 73 7
今治市 8 2 8 8 △ 0

101,355 71,993 95,903 88,944 5,452
※表中の団体名は単年度赤字の団体。端数処理の関係で計が一致しない場合有。

（法非適用企業） （単位：百万円）

収益的収支 資本的収支 前年度繰越金 前年度繰上充用金 実質収支

59 △ 29 1 0 38

29 △ 28 39 0 20

△ 11 0 50 0 38

441 △ 351 246 0 247

21 △ 2 22 0 0

158 △ 87 1,191 0 1,211

1,110 △ 959 1,054 0 1,204

76 △ 63 68 0 81

1,453 7 441 0 1,887

337 △ 201 20 0 166

3,672 △ 1,714 3,131 0 4,891
※表中の団体名は単年度赤字の団体。端数処理の関係で計が一致しない場合有。
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４　料金収入

第５表　料金収入の状況
（単位：百万円、％）

区分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率
病院 23,652 23,228 424 1.8
水道 23,799 22,612 1,187 5.2
下水道 12,975 13,005 △ 30 △ 0.2

介護サービス 6,072 6,455 △ 382 △ 5.9
工業用水道 3,837 4,073 △ 235 △ 5.8
その他 2,659 2,489 170 6.8
計 72,994 71,861 1,133 1.6

※端数処理の関係で計等が一致しない場合有

第３図　料金収入の推移

　料金収入は729億9,400万円で、前年度に比べ11億3,300万円（1.6％）増加した。
　事業別にみると、水道事業の237億9,900万円 （全体の32.6％）、病院事業の236億
5,200万円 （全体の32.4％）が多く、次いで下水道事業の129億7,500万円、介護サー
ビス事業の60億7,200万円、工業用水道事業の38億3,700万円となっている。
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５　企業債現在高

第６表　企業債現在高の状況
（単位：百万円、％）

区分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率
下水道 234,959 245,779 △ 10,820 △ 4.4
水道 90,044 90,847 △ 802 △ 0.9

工業用水道 15,660 16,850 △ 1,190 △ 7.1
その他 40,760 41,769 △ 1,009 △ 2.4
計 381,423 395,244 △ 13,821 △ 3.5

※端数処理の関係で計等が一致しない場合有

第４図　企業債現在高の推移

　令和５年度末における企業債現在高は3,814億2,300万円で、前年度に比べ138億
2,100万円（3.5％）減少した。
　企業債現在高が多い事業は、下水道事業2,349億5,900万円で、企業債現在高総額の
61.6％を占めている。
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６　他会計繰入金

第７表　繰入金の状況
（単位：百万円、％）

区分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

水道 3,793 3,744 49 1.3

病院 4,738 4,822 △ 84 △ 1.7

下水道 18,542 18,366 177 1.0

その他 2,053 1,648 405 24.6

計 29,127 28,579 547 1.9

※端数処理の関係で計等が一致しない場合有
第５図　繰入金の推移

　他会計繰入金とは、公営企業の目的とされる事業の遂行に必要な財源に対して、必
要に応じ一般会計等から繰入れられた資金

　公営企業会計に対する他会計からの繰入金は291億2,700万円で、前年度に比べ5億
4,700万円（1.9％）増加した。
　繰入額が多い事業は、下水道事業185億4,200万円で、繰入金総額の63.7％を占めて
いる。
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７　建設投資額

・

・

・

第８表　建設投資額の状況
（単位：百万円、％）

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率
13,970 14,418 △ 448 △ 3.1
17,702 14,924 2,778 18.6
1,168 1,027 140 13.7
2,722 2,295 427 18.6
2,884 2,321 564 24.3
38,446 34,985 3,461 9.9

※端数処理の関係で計等が一致しない場合有

第６図　建設投資額の推移
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　建設投資額は384億4,600万円で、前年度に比べ34億6,100万円（9.9％）の増加と
なった。
　建設投資額を事業別にみると、水道事業177億200万円が最も多く、次いで下水道
事業139億7,000万円、その他事業28億8,400万円となっている。

　主な増減の理由は、

区分

「水道事業」では、海底送水管更新工事を実施した団体や浄水場・配水池等の整
備事業が増加した団体があったことから前年度に比べ増加した。
「下水道事業」では、繰越事業の減や大型事業が完了した団体があったことから
前年度に比べ減少した。
「病院事業」では、病院増改築事業や電子カルテの導入を行った団体があったこ
とから前年度に比べ増加した。
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８　累積欠損金（法適用企業）

第９表　累積欠損金の状況 （単位：千円、％）
令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

1,700,919 1,506,598 194,321 12.9
今治市（簡水） 0 1,014 △ 1,014 皆減
大洲市 63,784 0 63,784 皆増
西予市 8,675 0 8,675 皆増
西予市（簡水） 0 885 △ 885 皆減
東温市 1,628,460 1,504,699 123,761 8.2

13,435,208 12,020,703 1,414,505 11.8
宇和島市 6,402,873 5,444,959 957,914 17.6
八幡浜市 34,353 0 34,353 皆増
西条市 4,637,085 4,591,917 45,168 1.0
大洲市 316,529 125,201 191,328 152.8
西予市 1,519,623 1,417,034 102,589 7.2
久万高原町 182,763 118,418 64,345 54.3
鬼北町 341,982 323,174 18,808 5.8

804,568 787,368 17,200 2.2
宇和島市 804,568 781,633 22,935 2.9
西予市 0 5,735 △ 5,735 皆減

691,704 606,685 85,019 14.0
松山市（特環） 159,547 157,185 2,362 1.5
今治市（特環） 231,808 195,171 36,637 18.8
今治市（農集） 11,902 0 11,902 皆増
今治市（漁集） 41 0 41 皆増
今治市（特排） 120 0 120 皆増
今治市（個排） 12 0 12 皆増
西条市（公共） 287,308 254,329 32,979 13.0
西予市（特排） 48 0 48 皆増
鬼北町（農集） 918 0 918 皆増

1,717 8,732 △ 7,015 △ 80.3
今治市 32 0 32 皆増
砥部町 1,685 8,732 △ 7,047 △ 80.7

16,634,116 14,930,086 1,704,030 11.4
※端数処理の関係で計等が一致しない場合有

第７図　累積欠損金の推移
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計

　累積欠損金を有する事業は22事業（水道3、病院7、介護1、下水道9、その他2）で、
前年度に比べ7事業増加した。
　累積欠損金の総額は166億3,400万円で、前年度に比べ17億400万円増加（11.4％）し
た。具体的には、その他事業で700万円減少したが、水道事業、病院事業、介護サービ
ス事業及び下水道事業で17億1,100万円増加したため、全体では増加となった。

 累積欠損金とは、営業活動によって損失（赤字）を生じた場合に、繰越利益剰余金、
利益積立金、資本剰余金等により補てんができなかった各事業年度の損失額が累積され
たもの（赤字の累積額）をいう。
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９　不良債務（法適用企業）

第８図　不良債務の推移

　不良債務を有する事業数は、1事業（下水道事業（特定環境保全公共下水道））
であり、不良債務の額は、前年度から6,300万円増加し、1億6,600万円となった。

　不良債務とは、資金的に当面の支払能力を超える債務で、流動負債（未払金や
一時借入金等）の額が流動資産（現金等）の額を超える額をいう。
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